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明 細 書

発明の名称 ：

表示パネルの製造方法、これに用いられる搬送装置および搬送装置群なら

びにオイルミス ト発生源特定方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、表示パネルの製造方法、これに用いられる搬送装置および搬送

装置群ならびにオイルミス ト発生源特定方法に関するものである。

背景技術

[0002] 従来、プラント内機器、車両などの部品からの油漏れを検知 し、漏洩膜厚

、漏洩面積および漏洩量を演算 し、漏洩 した油の油種および部位を特定する

ことができる油検知装置が特開平 1 0 — 3 1 1 7 7 1号公報 （特許文献 1 )

に記載されている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開平 1 0 — 3 1 1 7 7 1号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] 特許文献 1 に記載された油検知装置では、油漏れが現に発生していること

が判明している対象物での検知作業 しかすることができない。 しかし、複数

の装置が配置されて稼動 しているプラン卜内において、ある 1台の装置が油

漏れを起こしている場合、漏れ出た油はその装置の表面に留まっているとは

限らず、霧状の微粒子となって浮遊する場合がある。霧状の油の微粒子を以

下 「オイルミス ト」という。オイルミス トが空中を移動 してきて他の装置ま

たは製品に付着 した場合には、そのオイルミス 卜がどの装置から発生したも

のであるかの特定は困難である。

[0005] ところで、一般的に、表示パネルの製造方法においては、基板に対 して、



洗浄工程、溶媒塗布工程、検査工程などの多くの工程が実施され、これらの

工程間においては基板搬送ロボッ卜が基板を搬送する。そのような製造方法

のフローチヤ一 卜の一例を図 7 に示す。製造方法の全体の中では、基板搬送

ロボッ卜によって基板を搬送する工程が何度も繰 り返される。図 7 に示 した

例では、基板搬送ロボッ卜によって基板を搬送する工程はR ~ R 3 で示さ

れている。

[0006] 各基板搬送ロボッ卜のおおまかな構造を図 8 に示す。基板搬送ロボッ卜1

0 0 は、移動体 1 とスライダ駆動部 2 とを備える。移動体 1 は基板 3 を載せ

るための載置部 4 を備える。スライダ駆動部 2 は移動用ガイ ド5 を備える。

移動用ガイ ド5 にはグリスが用いられている。移動部 1 は移動用ガイ ド5 に

沿って矢印 9 の向きに移動することができる。このような基板搬送ロボッ

卜1 0 0 を使用 していると、移動用ガイ ド5 に含まれるダリスからオイルミ

ス ト7 が発生する場合がある。オイルミス ト7 が基板 3 に付着すると、のち

に微小輝点となるいわゆるハジキ欠陥を発生させて しまう。なお、ここで 「

表示パネル」とは、液晶表示パネルを含み、液晶以外の方式の表示パネルも

含む概念である。ハジキ欠陥の一例を図 9 に示す。複数の画素電極が配列さ

れている領域の中に、ハジキ欠陥 1 2 が生 じている。

[0007] 表示パネルの製造現場においては、多くの台数の基板搬送ロボットが稼動

している。また、オイルミス トが空中を浮遊 しているところや発生源から浮

遊を開始するところは目視で確認することが不可能である。このような事情

により、表示パネルの製造現場において、オイルミス トの発生源となってい

る基板搬送ロボッ卜を特定することは、従来は困難であった。

[0008] そこで、本発明は、表示パネルの製造現場において、オイルミス トの発生

源を容易に特定することができるようにすることを目的とする。

課題を解決するための手段

[0009] 上記目的を達成するため、本発明に基づく表示パネルの製造方法は、基板

を用いて表示パネルを製造する方法であって、前記基板に対 して少なくとも

1 つの処理を行なう工程を含む。さらに、 n を2 以上の整数としたとき 1 か



ら n の各整数 k について、少な くとも 1 つのグリス付着部を有する第 k 搬送

装置によって、前記基板を搬送する第 k 搬送工程を含む。前記第 k 搬送装置

の前記グリス付着部は、第 k 種類の識別用材料を含む。前記第 k 種類の識別

用材料は、第 1 種類から第 n 種類の識別用材料の群の中で第 k 種類であるこ

とが識別可能な特性を有する。

発明の効果

[001 0] 本発明によれば、識別用材料の特性の違いによって、オイルミス トの発生

源を容易に特定することができる。

図面の簡単な説明

[001 1] [ 図 1] 本発明に基づ く実施の形態 1 における表示パネルの製造方法のフロ一チ

ャ一 卜である。

[ 図2] 本発明に基づ く実施の形態 1 における表示パネルの製造方法で用いられ

る基板搬送ロボッ 卜の概念図である。

[ 図3] 本発明に基づ く実施の形態 1 における表示パネルの製造方法で、ハジキ

欠陥に紫外光を照射する様子の概念図である。

[ 図4 ] 本発明に基づ く実施の形態 1 における表示パネルの製造方法を一般化 し

て表現 したフローチヤ一 卜である。

[ 図5] 本発明に基づ く実施の形態 2 における表示パネルの製造方法で用いられ

る基板搬送ロボッ 卜の概念図である。

[ 図6] 本発明に基づ く実施の形態 3 における搬送装置群の概念図である。

[ 図7] 従来技術に基づ く表示パネルの製造方法のフロ一チヤ一 卜である。

[ 図8] 従来技術に基づ く表示パネルの製造方法で用いられる基板搬送口ボッ 卜

の概念図である。

[ 図9]従来技術に基づ く表示パネルの製造方法によって生 じたハジキ欠陥の一

例の概念図である。

発明を実施するための形態

[001 2 ] 以下の説明において 「表示パネル」といった場合、液晶表示パネルであつ

てもよく、他の方式の表示パネルであってもよい。



[001 3] (実 施 の形 態 1 )

図 1 〜 図 2 を参 照 して、 本発 明 に基 づ く実施 の形 態 1 にお ける表 示パ ネル

の製 造方法 につ いて説 明す る。 この製 造方法 の フ ローチ ヤ一 卜を図 1 に示 す

。 まず、 基板 洗浄装 置 に基板 が搬 入 され、 この装 置 において基板 を洗浄 す る

工程 S が行 なわれ る。 工程 S の後 に、 基板 洗浄装 置 か ら溶 媒塗布装 置へ

と基板 を ロボ ッ トで搬 送 す る工程 R 1 が行 なわれ る。 その後、溶 媒塗布装 置

において、 基板 に溶 媒 を塗布 す る工程 S 2 が行 なわれ る。 工程 S 2 の後 に、

溶 媒塗布装 置 か ら基板検査装 置へ と基板 を ロボ ッ 卜で搬 送 す る工程 R 2 が行

なわれ る。 その後、 基板検査装 置 において、 基板 を検査 す る工程 S 3 が行 な

われ る。 工程 S 3 の後 に、 基板検査装 置 か ら基板乾燥装 置へ と基板 を ロボ ッ

卜で搬 送 す る工程 R 3 が行 なわれ る。 その後、 基板乾燥装 置 において、 基板

を乾燥 させ る工程 S 4 が行 なわれ る。 工程 R ~ R 3 で使 用 され る ロボ ッ 卜

すなわ ち基板搬 送 ロボ ッ 卜はそれ ぞれ別 々の ものであ る。 各 ロボ ッ 卜にはそ

れ ぞれ グ リス付着部 が存在 す る。 図 1 に示 され るよ うに、 工程 R で使 用 さ

れ る基板搬 送 ロボ ッ 卜の グ リス付着部 には、 青色 の蛍光染料 を含 んだ グ リス

が用 い られ て い る。 工程 R 2 で使 用 され る基板搬 送 ロボ ッ 卜の グ リス付着部

には、 赤色 の蛍光染料 を含 んだ グ リスが用 い られ て い る。 工程 R 3 で使 用 さ

れ る基板搬 送 ロボ ッ 卜の グ リス付着部 には、黄 色 の蛍光染料 を含 んだ グ リス

が用 い られ て い る。

[0014] ロボ ッ トすなわ ち基板搬 送 ロボ ッ トの一例 につ いて図 2 に示 す。 基板搬 送

ロボ ッ ト 1 0 1 は、移 動体 1 とス ライ ダ駆 動部 2 とを備 え る。移 動体 1 は基

板 3 を載 せ るため の載 置部 4 を備 え る。 ス ライ ダ駆 動部 2 は移 動 用 ガイ ド5

を備 え る。移 動 用 ガイ ド5 には グ リスが用 い られ て い る。移 動部 1 は移 動 用

ガイ ド5 に沿 って矢 印 9 の 向 きに移 動 す る ことがで きる。 本実施 の形 態 に

お ける基板搬 送 ロボ ッ 卜 1 0 1 は、 図 8 に示 した基板搬 送 ロボ ッ 卜 1 0 0 と

似 て い るが、 ダ リス に蛍光染料 が含 まれ て い る とい う点 で異 な る。

[001 5] この よ うな基板搬 送 ロボ ッ 卜 1 0 1 を使 用 して い る と、移 動 用 ガイ ド5 に

含 まれ る グ リスか らオ イル ミス ト 1 7 が発 生 す る場合 があ る。 オ イル ミス ト



7 が基板 3 に付着すると、ハジキ欠陥 1 2 を発生させて しまうが、オイル

ミス ト1 7 には蛍光染料が含まれているのでこれを利用 して識別が可能であ

る。

[001 6] 本実施の形態では、オイルミス トの発生源を特定するためには、図 3 に示

すように、ハジキ欠陥 1 2 に紫外光を当てればよい。図 3 に示 した例では、

暗室 1 4 内において基板 3 のハジキ欠陥 1 2 に向けて U V 光源 1 0 から紫外

光 1 3 を照射 している。紫外光 1 3 を照射されたときにハジキ欠陥 1 2 が何

色に蛍光発光するかを視認することによって、 このハジキ欠陥 1 2 を引き起

こしたオイルミス ト1 7 がいずれの基板搬送ロボッ 卜から発生 したものであ

るかを容易に特定することができる。

[001 7] 以上のように して、本発明によれば、オイルミス トの発生源を容易に特定

することができる。

[001 8 ] 本実施の形態で説明 した表示パネルの製造方法を、 「オイルミス ト発生源

特定方法」として把握することもできる。 このオイルミス ト発生源特定方法

は、グリスを含むグリス付着部をそれぞれ備える複数の搬送装置のうち、製

品に付着するオイルミス トの発生源 となっている搬送装置を特定する方法で

あって、前記複数の搬送装置のグリス付着部の各々に、前記複数の搬送装置

のうちのいずれであるかを識別可能な特性を有する識別用材料を添加するェ

程 と、前記複数の搬送装置によって前記製品を搬送する工程 と、前記製品に

付着 したオイルミス トに含まれる前記識別用材料を分析 して前記複数の搬送

装置のうちのいずれに添加 した種類のものであるかを特定する工程 とを含む

。 ここでいう 「搬送装置」は、たとえば基板搬送ロボッ トのことである。 「

グリス付着部」とは、たとえば移動用ガイ ドのことである。 「識別用材料」

とは、たとえば蛍光染料のことである。 「特定する工程」とは、たとえば紫

外光を照射する工程のことである。現実に付着 しているオイルミス トが、複

数ある基板搬送ロボッ 卜のうちどの 1 台から発生 したものであるかが特定さ

れれば足 りる場合には、 このようなオイルミス 卜発生源特定方法によって対

処することができる。



[001 9] 台のみまたは複数台ある基板搬送ロボッ卜には複数のグリス付着部があ

るのが普通であるが、これらの複数のグリス付着部のいずれがオイルミス 卜

の発生源になっているかを特定 したい場合は、次のようなオイルミス ト発生

源特定方法によって対処することができる。

[0020] このオイルミス ト発生源特定方法は、グリスを含むグリス付着部を備える

1台以上の搬送装置のうち、製品に付着するオイルミス トの発生源となって

いる箇所を特定する方法であって、前記 1台以上の搬送装置の中に存在する

複数のダリス付着部の各々に、前記複数のダリス付着部のうちのいずれであ

るかを識別可能な特性を有する識別用材料を添加する工程と、前記 1台以上

の搬送装置によって前記製品を搬送する工程と、前記製品に付着 したオイル

ミス トに含まれる前記識別用材料を分析 して前記複数のグリス付着部のうち

のいずれに添加 した種類のものであるかを特定する工程とを含む。

[0021 ] 本実施の形態における表示パネルの製造方法は、以下のように把握するこ

とができる。

この表示パネルの製造方法は、基板を用いて表示パネルを製造する方法で

あって、前記基板に対 して少なくとも 1 つの処理を行なう工程を含み、さら

に、 n を 2 以上の整数としたとき 1 から n の各整数 k について、少なくとも

1 つのグリス付着部を有する第 k 搬送装置によって、前記基板を搬送する第

k 搬送工程を含む。前記第 k 搬送装置の前記グリス付着部は、第 k 種類の識

別用材料を含んでいる。前記第 k 種類の識別用材料は、第 1種類から第 n 種

類の識別用材料の群の中で第 k 種類であることが識別可能な特性を有する。

[0022] この表示パネルの製造方法のフローチヤ一 卜の一例を図 4 に示す。図 4 に

示 した例では処理を行なう工程が第 k 搬送工程より前で行なわれているが、

これは一例に過ぎず、処理を行なう工程が第 k 搬送工程より後で行なわれて

もよい。

[0023] この製造方法では、図 1 に示 したように何らかの処理装置における基板に

対する実質的な処理の工程と搬送装置による搬送の工程とが交互に行なわれ

るとは限らない。ある搬送装置による搬送の後に、基板に対する実質的な処



理を行なうことなく、他の搬送装置による搬送が行なわれてもよい。また、

搬送装置による搬送の工程を挟むことなく、基板に対するひとつの処理の後

に続けて他の処理が行なわれてもよい。この製造方法としては、基板に対し

て少なくとも 1つの処理を行なう工程を含んでいればよい。

[0024] 「n を2 以上の整数としたとき 1からn の各整数 k について、少なくとも

1つのグリス付着部を有する第 k 搬送装置によって、前記基板を搬送する第

k 搬送工程を含む」とは、たとえば、整数 n を適当に定めたとき、この製造

方法は、第 1搬送工程、第 2 搬送工程、第3 搬送工程、 、第 n _ 1搬送ェ

程、第 n搬送工程を含むという意味である。各搬送工程は、それぞれ独自の

搬送装置によって基板を搬送するものであり、各搬送装置のグリス付着部は

、それぞれ識別可能な特性を有する識別用材料を含んでいる。たとえば、識

別用材料として蛍光染料を用いる場合であれば、各搬送装置ごとに異なった

色の蛍光発光特性を有する蛍光染料が含まれていればよい。

[0025] このような製造方法であれば、ハジキ欠陥 1 2 を引き起こしたオイルミス

卜1 7 に含まれている識別用材料を確認することによって、オイルミスト1

7 がいずれの基板搬送ロボットから発生したものであるかを容易に特定する

ことができる。すなわち、オイルミストの発生源を容易に特定することがで

きる。

[0026] この製造方法においては、第 n搬送工程より後に、前記基板の表面に第 1

種類から第 n種類の識別用材料のいずれが付着しているかあるいはいずれも

付着していないかを検査する工程を含むことが好ましい。このように検査す

る工程が含まれていれば、より円滑にオイルミス卜の付着の有無を確認でき

るからである。

[0027] この製造方法においては、識別用材料は蛍光染料であり、前記特性は発光

色の種類であることが好ましい。このように発光色がそれぞれ異なる蛍光染

料を用いれば、容易に識別可能だからである。

[0028] ここまで、蛍光染料を使用する例を中心に説明してきたが、識別用材料は

蛍光染料以外であつてもよい。公知技術によつて種類の識別ができるような



材料であればよい。

[0029] 蛍光染料以外の例としては、識別用材料は組成を異ならせたダリスであり

、前記特性は前記グリス付着部の表面組成であってもよい。表面組成を分析

することにより、オイルミス ト1 7 がいずれの基板搬送ロボットから発生し

たものであるかを容易に特定することができる。すなわち、オイルミス トの

発生源を容易に特定することができる。

[0030] さらに他の例としては、識別用材料は同位体であり、前記特性は原子の質

量数であってもよい。オイルミス 卜に含まれているものが同位体のいずれで

あるかを、公知技術を用いて調べることにより、オイルミス ト1 7 がいずれ

の基板搬送ロボットから発生したものであるかを容易に特定することができ

る。すなわち、オイルミス トの発生源を容易に特定することができる。

[0031 ] (実施の形態 2 )

図 5 を参照 して、本発明に基づく実施の形態 2 における表示パネルの製造

方法について説明する。この製造方法は、基本的な部分は実施の形態 1 で説

明したものと共通するが、図 5 に示すように、 1台の搬送装置が複数のダリ

ス付着部を備えている。図 5 に示 した例では、基板搬送ロボット1 0 2 は 3

つのグリス付着部G 1，G 2 , G 3 を備えている。

[0032] 本実施の形態では、 n 台の搬送装置の全てがそれぞれ複数のダリス付着部

を備えていてもよく、 n 台の搬送装置のうち一部の搬送装置がそれぞれ複数

のグリス付着部を備えていてもよい。

[0033] 本実施の形態では、前記第 k 搬送装置は、前記第 k 種類の識別用材料を含

むダリス付着部を含めて複数のダリス付着部を備えており、前記複数のダリ

ス付着部の各々に含まれる材料は、前記第 k 搬送装置のうちいずれのグリス

付着部であるかを識別可能な特性を有する。

[0034] 各搬送装置が複数のグリス付着部を備えている場合にも、このような方法

によれば、いずれの搬送装置のいずれのグリス付着部がオイルミス 卜の発生

源であるかを容易に特定することができる。

[0035] このオイルミス ト発生源特定方法は、グリスを含むグリス付着部を備える



1 台以上の搬送装置のうち、製品に付着するオイルミス トの発生源となって

いる箇所を特定する方法であって、前記 1台以上の搬送装置の中に存在する

複数のダリス付着部の各々に、前記複数のダリス付着部のうちのいずれであ

るかを識別可能な特性を有する識別用材料を添加する工程と、前記 1台以上

の搬送装置によって前記製品を搬送する工程と、前記製品に付着 したオイル

ミス トに含まれる前記識別用材料を分析 して前記複数のグリス付着部のうち

のいずれに添加 した種類のものであるかを特定する工程とを含む。現実に付

着 しているオイルミス トが、複数ある基板搬送ロボッ卜のうちどの 1台から

発生 したものであるかが特定されるだけでなく、その 1台の中に複数あるグ

リス付着部のいずれから発生 したものであるかまでを特定 したい場合には、

このようなオイルミス ト発生源特定方法によって対処することができる。

[0036] (実施の形態 3 )

図 6 を参照 して、本発明に基づく実施の形態 3 における搬送装置群につい

て説明する。

[0037] 本実施の形態における搬送装置群 5 0 は、表示パネルを製造する際に基

板を搬送するための複数の搬送装置を含む搬送装置群であり、前記複数の搬

送装置の各々は、グリス付着部を備え、前記グリス付着部は、いずれの搬送

装置に属するものであるか識別可能な特性を有する識別用材料を含んでいる

。図 6 に示 した搬送装置群 5 0 1 は、搬送装置として基板搬送ロボット2 0

1 2 0 4 を含む。

[0038] 本実施の形態における搬送装置群によれば、表示パネルの製造方法を実施

することができ、なおかつ、ハジキ欠陥が生 じた場合にそのハジキ欠陥を引

き起こしたオイルミス 卜がいずれの基板搬送ロボッ卜から発生 したものであ

るかを容易に特定することができる。

[0039] (変形例）

本実施の形態における搬送装置群の変形例として、単体の搬送装置につい

て説明する。この変形例は、表示パネルを製造する際に基板を搬送するため

の搬送装置であり、複数のグリス付着部を備える。前記複数のグリス付着部



の各々は、いずれのダリス付着部に属するものであるか識別可能な特性を有

する識別用材料を含んでいる。このような搬送装置群によれば、いずれの搬

送装置のいずれのグリス付着部が才イルミストの発生源であるかを容易に特

定することができる。

[0040] なお、今回開示した上記実施の形態はすべての点で例示であって制限的な

ものではない。本発明の範囲は上記した説明ではなくて請求の範囲によって

示され、請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更を含むもの

である。

産業上の利用可能性

[0041 ] 本発明は、表示パネルの製造方法、これに用いられる搬送装置および搬送

装置群ならびにオイルミスト発生源特定方法に利用することができる。

符号の説明
[0042] 移動体、 2 スライダ駆動部、3 基板、4 載置部、 5 移動用ガ

イド、 7， 1 7 オイルミスト、 1 0 U V光源、 1 2 ハジキ欠陥、 1 3

紫外光、 1 4 暗室、 1 0 0 ， 1 0 1， 1 0 2 ，2 0 1 , 2 0 2 , 2 0 3

，2 0 4 基板搬送ロボッ卜、 5 0 1 搬送装置群。



請求の範囲

基板 を用いて表示パネル を製造する方法であ って、

前記基板 に対 して少な くとも 1 つの処理 を行な う工程 を含み、 さ ら

に、

n を 2 以上の整数 と した とき 1 か ら n の各整数 k について、少な く

とも 1 つのグ リス付着部 を有する第 k 搬送装置 によって、前記基板 を

搬送する第 k 搬送工程 を含み、

前記第 k 搬送装置の前記 ダ リス付着部 は、第 k 種類の識別用材料 を

含んでお り、前記第 k 種類の識別用材料は、第 1 種類か ら第 n 種類の

識別用材料の群の中で第 k 種類であることが識別可能な特性 を有する

、表示パネルの製造方法。

第 n 搬送工程 よ り後 に、

前記基板の表面 に第 1 種類か ら第 n 種類の識別用材料のいずれが付

着 しているかあるいはいずれも付着 していないかを検査する工程 を含

む、請求項 1 に記載の表示パネルの製造方法。

前記識別用材料は蛍光染料であ り、前記特性 は発光色の種類である

、請求項 1 または 2 に記載の表示パネルの製造方法。

前記識別用材料は組成 を異な らせたダ リスであ り、前記特性 は前記

グ リス付着部の表面組成である、請求項 1 または 2 に記載の表示パネ

ルの製造方法。

前記識別用材料は同位体であ り、前記特性 は原子の質量数である、

請求項 1 または 2 に記載の表示パネルの製造方法。

前記第 k 搬送装置は、前記第 k 種類の識別用材料 を含むグ リス付着

部 を含めて複数のグ リス付着部 を備 えてお り、前記複数のグ リス付着

部の各 々に含 まれる材料は、前記第 k 搬送装置の うちいずれのダ リス

付着部であるかを識別可能な特性 を有する、請求項 1 か ら 5 のいずれ

かに記載の表示パネルの製造方法。

表示パネル を製造する際に基板 を搬送するための複数の搬送装置 を



含む搬送装置群であ り、

前記複数の搬送装置の各 々は、 グ リス付着部 を備 え、

前記 ダ リス付着部 は、 いずれの搬送装置 に属するものであるか識別

可能な特性 を有する識別用材料 を含んでいる、搬送装置群。

[ 請求項8] 表示パネル を製造する際に基板 を搬送するための搬送装置であ り、

複数のグ リス付着部 を備 え、前記複数のグ リス付着部の各 々は、 い

ずれのグ リス付着部 に属するものであるか識別可能な特性 を有する識

別用材料 を含んでいる、搬送装置。

[ 請求項 9] グ リスを含むグ リス付着部 をそれぞれ備 える複数の搬送装置の うち

、製品に付着するオイル ミス トの発生源 とな っている搬送装置 を特定

する方法であ って、

前記複数の搬送装置のダ リス付着部の各 々に、前記複数の搬送装置

の うちのいずれであるかを識別可能な特性 を有する識別用材料 を添加

する工程 と、

前記複数の搬送装置 によつて前記製品を搬送する工程 と、

前記製品に付着 したオイル ミス トに含 まれる前記識別用材料 を分析

して前記複数の搬送装置の うちのいずれに添加 した種類のものである

かを特定する工程 とを含む、オイル ミス ト発生源特定方法。

[ 請求項 10] グ リスを含むグ リス付着部 を備 える 1 台以上の搬送装置の うち、製

品に付着するオイル ミス トの発生源 とな っている箇所 を特定する方法

であ って、

前記 1 台以上の搬送装置の中に存在する複数のダ リス付着部の各 々

に、前記複数のダ リス付着部の うちのいずれであるかを識別可能な特

性 を有する識別用材料 を添加する工程 と、

前記 1 台以上の搬送装置 によつて前記製品を搬送する工程 と、

前記製品に付着 したオイル ミス トに含 まれる前記識別用材料 を分析

して前記複数のダ リス付着部の うちのいずれに添加 した種類のもので

あるかを特定する工程 とを含む、オイル ミス ト発生源特定方法。
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